















































































































メルシャン側に利益が生じたように偽装する循環取引を反復したものである。2009 年 2 月
には、c 卸売や飼料運送会社の f 運送に対しても、同様の手口で循環取引を開始した6。 
また、2.2 で後述するように 2008 年 7 月の内部監査報告書で在庫の急増を指摘されたこ
とを受けて、監査の際に帳簿上の在庫量を圧縮する目的で、「メルシャン→b 卸売→c 卸売
→g 社→メルシャン」「メルシャン→a 製造→b 卸売→メルシャン」などの循環取引も行われ
た。 
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〔抄　録〕
本稿は，2010年にメルシャン株式会社で発覚した循環取引事件に関する事例研究である。
本事件で注目すべき点は，問題の循環取引を行っていた事業部に関しては，内部統制上の
リスクが高いことが以前から認識されていた上に，在庫の急増や多額の売掛金などの不審
点が顕著であり，監査担当者が不正取引の疑いを抱いていたにもかかわらず，社内で追及
が徹底されずに被害を拡大させたことである。
本研究では，事件の主な潜在的原因として，傍流事業の位置付け，事業の特殊性，閉鎖
的な人事と長期配置，企業合併時の心理的障壁，事業譲渡計画の影響の５件を指摘した。
このうち前三者を包括的にとらえて，「傍流事業の特殊性による組織不祥事リスク」と
整理し，「傍流事業の特殊性のために監督が不十分になるとともに，人事配置も閉鎖的・
長期的になるために，組織不祥事が誘発されるリスク」と定義した。また，後二者を一対
ととらえて，「企業合併に関する組織不祥事リスク」と整理し，「企業合併の関係で監督が
不十分になるとともに，相手方に対して自らの問題点を隠蔽しようとするために，組織不
祥事が誘発されるリスク」と整理した。
